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content  of  co-production.  About  the  agent  of  co-production, “committee  by  members  not  publicly  sought”  was  much 




































































































　分析対象とした論文の公刊年別件数を Figure 1 に示す。
分析対象とした論文の公刊年別件数は、1990年以前には 0
件で、2000年までの報告件数は 4 件であった。2000年から


































「企業関係者」が報告した論文が 8 件、「NPO」が 4 件、「市
民組織の関係者」が 3 件、「研究者と行政関係者」が 3 件、








環　境 11 まちづくり 7
環境緑化 7 計画策定 5
景　観 3 しくみづくり 4
教　育 3 条例制定・改正 3
省資源 3 行政評価 3
区画整理 3 NPO 活動推進 3
防　災 2 外部委託 2
Ｉ　Ｔ 2 情報システム監査、中心市街地活性化、政策提言 各1
地域保健福祉 2
世代間交流 2 〈その他（ 2 件）〉





































リーについては、分析から除外した。数量化理論第Ⅲ類の分析の結果、固有値は第 1 軸が0.57、第 2 軸が0.54であった。















協働の場の存在 14 行政側の意識改革・モティベーション 5
住民と行政の徹底した議論 2 行政間の連携 2
参加者間の連携や対等性 2 キーとなる行政職員 1
トータルコーディネータの役割 1 市民の動きを行政が掘り起こした 1
行政から市民への支援 1
〈住民内要因（12件）〉
住民の意識改革 3 〈その他（ 5 件）〉
市民組織（ボランティア・活動グループ）の活躍 2 協働のシステム 2
住民の主体的姿勢 2 メディアを使った情報共有 2
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